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「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」

の一部改正について

国土交通省直轄工事における建設業者の社会保険等未加入対策については 「発注者、



と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について （平成26年５」

、 、 、 、 、月16日付け国地契第４号 国官技第23号 国営管第40号 国営計第11号 国土建第８号

国港総第34号、国港技第７号、国空予管第49号、国空安保第31号、国空交企第54号、国

北予第５号。以下「通達」という ）に基づき、平成27年度以降に締結する工事の請負。

契約に係る一般競争に参加する者に必要な資格の審査において社会保険等未加入建設業

者を受け付けないこととすることや全ての社会保険等未加入建設業者を建設業担当課に

通報すること等の措置を講じてきたところである。

今般、上記措置に加え、平成27年８月１日以降に入札契約手続を開始する、下請契約

の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が

3,000万円（工事が建築一式工事の場合は4,500万円）未満である工事において、原則と

して、受注者による社会保険等未加入建設業者との下請契約の締結を禁止する措置を試

行するため、通達を下記のとおり改正するので、遺漏なきよう措置されたい。

記

記１本文中「下請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの

請負代金の額の総額）が、3,000万円（工事が建築一式工事の場合は4,500万円）以上に

なる工事」を「下請契約を締結する工事」に、同(1)①標題を「一次下請契約を締結し

た下請負人が社会保険等未加入建設業者である場合」に、同(1)②中「一次下請契約の

契約書（一次下請契約以外の下請契約を締結した下請負人の場合は、再下請負通知書）

及び施工体制台帳」を「施工体制台帳及び再下請負通知書」に改める。

附 則

この通知は、平成27年８月１日以降に入札契約手続を開始する工事から適用する。


